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最近の判例から ⑴−消費者契約法による取消し−

買主は、売主業者の不利益事実の故意の不告知により、「誤認」
して契約したものであるとして契約の取消しを認めた事例

（東京地判　平２４・３・２７　ウエストロージャパン）　石原 賢太郎

不動産投資を勧められて２件の不動産を購
入した買主が、重要事項の不告知、断定的判
断の提供等をされたと主張し、売買契約取消
しなどを求めた事案において、売主は客観的
な市場価格を提示しておらず、非現実的なシ
ミュレーションを提示し、月々の返済が小遣
い程度で賄えると誤信させるなど、消費者契
約法にいう重要事項について不利益となる事
実を故意に告げなかったため、買主はそのよ
うな事実が存在しないと誤認し、契約を締結
したものであるから、消費者契約法４条によ
る取消しが認められるとした事例（東京地裁
　平24年３月27日判決　容認　ウエストロー
ジャパン）

１　事案の概要

⑴　Ｘは、会社の同僚Ａから、マンション投
資の話を持ちかけられ、平成21年２月12日、
Ｙの担当者Ｂ及びＣと会い、マンション投資
の話を聞いた。ＢとＣは、マンション投資は
家賃収入があって、それを住宅ローンの返済
に充てるので損をしないことを強調した。
⑵　同月17日、Ｘは、Ｃ及び上司Ｄと会っ
た。その席で、物件１は通常3130万円である
が、会社に無理言って2840万円で押さえてい
ること、頭金、毎月のローンの金額、家賃収
入などから月々 7359円の保険と同様であり、
仮に将来売却する場合、現在の物件価格から
売却査定価格が10％低下したとしても、ロー
ン残債を返して利益が出ることなどを説明さ
れ、急かされるままに仮契約を交わした。

⑶　同月24日、Ｄ及びＣと会い、Ｄから、物
件１は高台にあって、場所的には良いところ
であると言われ、Ｘは、小遣いで何とかでき
るものと誤信し、契約１を締結した。
⑷　同年２月末頃、ＸはＤらと会い、物件
２を紹介された。その際、Ｄは、物件２は
NTTの関連会社の借上げ物件なので空室に
なる心配はなく、場所的にも良い物件であり、
通常2300万円のところ、特別に2100万円で押
さえていること、シミュレーションを見せ、
頭金、住宅ローン、家賃収入などを比較して
月々 8757円の持ち出しであることなどを説
明した後、直ぐに売れてしまうなどと購入を
急かした。その後、同年３月10日、Ｘは契約
２を締結した。
⑸　同年３月下旬頃、Ｘが他業者で簡易査定
をしたところ、物件１が2000万円程度、物件
２が1400万円程度とされ、その後、不動産鑑
定士にも物件１が1860万円、物件２が1460万
円と評価された。
⑹　そこでＸはＣに対し、売買契約を解除し
たい旨申し入れたが、Ｃはいま解約すると
もったいないなどと言って解約に応じなかっ
た。
　Ｘは、消費者契約法４条１項、２項に基づ
き、契約１及び２の取り消しを求めて提訴し
た。

２　判決の要旨

裁判所は、以下のように述べ、原告の請求
を容認した。
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⑴　Ｙが提示した価格は、何ら根拠が示され
ていないことや簡易査定及び不動産鑑定書と
比較して市場動静を加味したとしても、合理
的な変動の範囲内にあるとは到底思われない
ことなどを考慮すると、適正な価格を反映し
たものとは言えない取引であったものと認め
る。市場適正価格は投資をする際の重要な事
項と言わなければならない。その意味で、Ｙ
は、契約を締結する際の重要な事項について
事実と異なることを告げたものと認める。
⑵　「将来売却プラン」を見せたため、Ｘは、
不動産価格の下落が精々 10％程度であると
誤信させられ、予想できない急激な不動産価
格の下落がない限りいつでも売却できるもの
と誤信したこと、購入後中古マンション扱い
となるため、売却価格は分譲価格の６ないし
７割となるところ、そのような説明をされて
おらず、いつでもローンの残債が処理できる
価格で売却できると誤信したものと認める。
⑶　「将来売却プラン」は、価格の下落が
10％程度が最大限であるかのように示され、
20％以上の下落等については何ら記載されて
おらず、かつ、投資の危険性を説明した形跡
は見当たらない。また、同時期に示された書
面は30年以上も同じ家賃を前提とし（※の中
で家賃の変動があることを示唆している）、
Ｘが関心を示していた毎月の支払が小遣い程
度で収まるとの点においても同書面は誤認さ
せる要素を多分に含んでいるものと認められ
る。したがって、重要な事項についてＸに不
利益となる事実を故意に告げなかったものと
認める。
⑷　融資申込が拒否されないように登記費用
などについてＹが負担することを秘すように
指示し、他方、将来的に家賃収入が減ったり、
入居者が見つからなかった場合にＸの小遣い
ではローンの返済ができなくなることについ
て十分説明をしていなかったものと認める。

⑸　Ｙは、Ｘに対し、契約１及び２の締結の
際、重要事項である物件の客観的な市場価格
を提示していないこと、家賃収入が30年以上
に亘り一定であるなど非現実的なシミュレー
ションを提示し、Ｘに月々の返済が小遣い程
度で賄えると誤信させたこと及びその他Ｘが
不動産投資をするに当たっての不利益な事情
を十分説明していなかったなど消費者契約法
にいう重要事項についてＸに不利益となる事
実を故意に告げなかったため、Ｘはそのよう
な事実が存在しないと誤認し、それによって
Ｘは契約１及び２を締結したものであるか
ら、同法４条２項による取消しが認められる。
　（なお、Ｘの損害として、支払総額5016万

5900円から、受取家賃などの総額319万
9180円の差額4696万6711円が認められた。）

３　まとめ

本事例は、不動産投資を勧められてマン
ション２室を購入した原告が、消費者契約法
４条による取消しなどを求めた事案におい
て、売主である宅建業者が、客観的な市場価
格を提示していないことや非現実的なシミュ
レーションを提示したことなどが消費者契約
法にいう不利益事実の不告知に該当するとさ
れた事例である。

消費者契約法にいう不利益事実の不告知が
認められたものとしては、隣接地に３階建て
建物が建つ計画があることを説明しなかった
事例（東京地判H18.8.30）等周辺環境・近隣
関係に関する事例はいくつか判示されている
ところであるが、本件は不動産の価格につい
て判示したものとして実務上参考になると思
われる。

（調査研究部調査役）
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事業会社が、土壌汚染が見つかったことに
ついて、市が廃棄物を同土地に搬入して埋め
立てたことが原因であり、市に対し、不作為
の不法行為を理由として、公害等調整委員会
に責任裁定の申請をし、同委員会は、市に対
し、損害賠償を被告に支払うように命ずる旨
の裁定をしたところ、市が、事業会社に対し、
同裁定に関し、本件土地にかかる国家賠償法
上の損害賠償債務が存在しないことの確認を
求め、事業会社が反訴で損害賠償を求めた事
案において、市の訴えが却下され、事業会社
の請求も棄却された事例（東京地裁　平成24
年１月16日判決　ウエストロー・ジャパン　
本訴請求却下、反訴請求棄却、控訴中）

１　事案の概要

○　Ｙ（反訴原告、事業会社。）は、学校法
人Ａ学院から平成４年３月26日及び10月29
日に本件土地（本件土地１及び２）を購入
した。

○　その後、Ｙが、不動産会社等に転売した
ところ、土壌汚染が見つかったことから、
これは、Ｘ市（反訴被告、以下「Ｘ」という。）
が、昭和43年10月から昭和45年９月ころま
での間に焼却灰や耐久消費財などの廃棄物
を同土地に搬入して埋め立てたことが原因
であり、Ｘは、公務員の職務上の法的義務
として同土地の土壌汚染を除去すべき義務
を負ったのにこの義務の履行を怠っていた

などと主張して、Ｙが同汚染の除去などの
ために支出した費用に関し、Ｘに対し、不
作為の不法行為を理由として、国家賠償法
１条１項に基づく損害賠償を求めて、公害
等調整委員会に責任裁定の申請をした。

○　この申請に対し、同委員会は、平成20年
５月７日、Ｘに対し、48億843万8459円の
損害賠償をＹに支払うように命ずる旨の裁
定をした。

○　そこで、ＸがＹに対し、同裁定に関し、
本件土地にかかる損害賠償債務が存在しな
いことの確認を求めたのが本訴事件であ
る。

○　これに対し、ＹがＸに対し、損害賠償請
求として、48億1297万7750円の支払を求め
たのが反訴事件である。

２　判決の要旨

裁判所は、以下のように述べ、Ｘの訴えを
却下し、Ｙの請求を棄却した。
⑴　Ｘ市の請求
　Ｙによる反訴請求は、本件土壌汚染に関す

る損害の全部について請求するものと認め
られるから、ＸのＹに対する債務不存在確
認を求める本訴請求は確認の利益を欠くに
至ったものと解される。
⑵　事業会社Ｙの請求
①　本件土壌汚染の原因行為

本件土壌汚染は、埋立業者Ｂが、Ｘによっ

最近の判例から ⑵−土壌汚染と不作為の不法行為−

市によってなされた廃棄物の搬入が原因であるとして土壌
汚染の損害賠償請求を求めたところ、市は先行行為に基づ
く作為義務を負っていないとして請求が棄却された事例

（東京地判　平２４・１・１６　ウエストロー・ジャパン）　福島 直樹
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てＣ所有土地及びその周辺（本件土地２の西
側部分）に搬入されたＸ搬入廃棄物や、自ら
の責任で受け入れた他所廃棄物を、本件土地
２に埋め立てたことにより、有害物質が有機
的一体となって引き起こされたものと推認で
きる。
②　土対法に基づく不作為の不法行為

本件土地２の西側部分に本件廃棄物を埋め
立てたのは埋立業者Ｂであって、Ｘは、同土
地にＸ搬入廃棄物を搬入したに過ぎないもの
であるし、ＸがＢとの間で同人の行う本件埋
立行為について事前に協議をしたことはな
く、Ｂによる本件埋立行為を現認し、この行
為によって人の生命、身体及び財産等に重大
な損害を生ずる差し迫った状況を生じたこと
を認識していた事実も、本件廃棄物に含まれ
ていた特定有害物質を直ちに除去することが
できる立場にあったとも認められないから、
この当時、Ｘが、同土地の所有者に対し、条
理上、本件廃棄物を除去し、あるいはこれに
よって生じた土壌汚染を除去すべき作為義務
を負ったものであるとは認められない。以上
から、Ｘが、Ｙに対し、条理上、国家賠償法
１条１項にいう「公権力の行使」（不作為）
を基礎付ける作為義務として、本件土壌汚染
を除去すべき義務を負うに至ったと解するこ
ともできない。

さらに、土対法７条３項に基づいて、同汚
染を除去すべき作為義務を負うとＹは主張す
るが、同条項は個人の財産的利益を保護する
ための規定ではないし、Ｘには、条理上の作
為義務を認めるべき先行行為があったとは言
えない。

また、Ｘが、Ｂとの間で同人がＸ搬入廃棄
物を本件土地２に埋め立てることを事前に承
諾していた事実も、Ｂに対して同土地の西側
部分に同廃棄物を埋めることを依頼（委任）
し、あるいは請け負わせた事実も認められな

い。むしろ、本件においては、Ｂにおいて、
Ｃ所有土地及び本件土地２の所有者の了解の
下に、自己の責任と計算において、これらの
土地に対する埋立てを行っていたものと認め
られる。そうすると、Ｘを、汚染原因者であ
ると認めることはできない。

３　まとめ

本事例は、公害等調整委員会が、「先行行
為によって自ら危険を生じさせた者は、自ら
発生させた危険を除去すべき作為義務を負
い、その新所有者との関係では不作為不法行
為が継続していると評価するのが相当であ
る。」とし、Ｙの損害賠償請求を認める裁定
をしたのに対し、裁判所は、「Ｘが、同土地
の所有者に対し、条理上、本件廃棄物（特定
有害物質）を除去し、あるいはこれによって
生じた土壌汚染を除去すべき作為義務を負っ
たものであるとは認められない。」として、
Ｙの損害賠償請求を否定し、同委員会とは異
なる判断を下した。

本事例には先行行為に基づく作為義務の認
定等様々な論点があるが、これまで不動産取
引において不作為の不法行為に係る事例につ
いては判例の蓄積があまりないことから、今
後の控訴審の行方が俟たれるところである。

（元研究理事・調査研究部長）
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土地建物を売却した売主が、買主に代金債
務の履行遅滞があるとして、違約金の支払い
を求め、買主が、売主は土地の土壌汚染処理
工事をして引き渡す義務に違反したとして既
払金の返還を求めて反訴した事案において、
代金決済時までに売主が当該工事を実施しな
かったことは義務違反にはならないとして、
売主の請求を一部認め、買主の反訴を棄却し
た事例（東京地裁　平成23年９月15日判決　
ウエストロー・ジャパン）

１　事案の概要

Ｘは、不動産投資顧問業等を目的とするＬ
の指定する特定目的会社Ｙとの間で、平成19
年８月９日、Ａを仲介業者として、Ｘの所有
する土地（以下「本件土地」という。）及び
建物（以下「本件建物」という。本件土地と
本件建物を併せて「本件不動産」という。）
を代金34億2,348万円余で売却する契約を締
結した（以下「本件売買契約」という）。

本件売買契約には、以下の条項がある。
ア　土壌汚染対策　
ア　Ｘは、本件土地について、（中略）土壌

汚染調査を行い、土壌汚染が存在した場合
には、Ｘの責任と費用負担において、Ｙが
事前に合意した内容の土壌改良を実施し、

（中略）Ｙに引き渡すものとする。
イ　この土壌改良が現況稼働中の建物等の地

下に及び、建物の解体が必要になった場合、
ＸとＹはその対応について協議するものと
する。

イ　Ｙの解除権
実行日において次のア及びイを含む要件が

一つでも充足されていない場合又はその見込
みがないことが明白になった場合には、Ｙは、
本件売買契約を解除することができる。
ア　Ｘにおいて本件売買契約上の義務違反が

ないこと
イ　アイの協議の結果、ＸとＹとの間で土地

改良の内容及び方法について合意が成立し
ていること
また、本件売買契約には、債務不履行によ

り契約が解除された場合には、解除された当
事者は、売買代金の２割相当額を相手方に支
払うとの違約金条項がある。

Ｘは、本件売買契約の締結に先立ち、平成
19年４月から７月にかけて、本件土地の土壌
汚染の状況を調査し、さらにガス調査、ボー
リング調査をしたところ、本件土地に土壌汚
染があることが判明した。Ｘは、同年10月22
日までに、土壌汚染の除去のために必要とな
る土壌汚染処理工事計画案を、Ａを通じてＹ
に送付するとともに、当該工事においては、
本件建物の一部解体が必要であると伝えた。

Ｙは、Ｘに対し、平成19年８月31日に、中
間金として1,000万円を支払っていたが平成
20年10月17日、経済環境の悪化を理由として、
残代金の支払期日延期を申し入れ、協議の結
果、ＸとＹは、実行日を同年12月22日とする
ことを合意した。

Ｘ、Ｙ、Ｌ及びＡらは同月１日及び５日、
本件建物の解体工事及び土壌汚染処理工事の

買主に代金債務の履行遅滞があるとして、売主による違約
金支払請求が認められ、買主の反訴請求が棄却された事例

（東京地判　平２３・９・１５　ウエストロー・ジャパン）　金子 寛司

最近の判例から ⑶−代金の履行遅滞−
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進行や費用について協議をした。
同月11日、Ｙは、Ｘに対し、協議の打ち切

りを伝え、Ｘは、Ｙに対し、同月19日、協議
の継続を求めるとともに、同月22日に残金を
支払うよう求めた。実行日である同日を経過
しても、Ｘは土壌汚染処理工事に着工せず、
Ｙは、残金を支払わなかった。

Ｘは、Ｙに代金債務の履行遅滞があると主
張して、本件売買契約を解除した上で、債務
不履行に基づく損害賠償として、約定された
違約金相当額から中間金を控除した残額６億
7,469万円余及び平成20年12月26日から支払
済みまで年６分の割合による遅延損害金の支
払いを求めて提訴し、Ｙは、Ｘが、本件土地
の土壌汚染処理を実施した上で本件不動産を
Ｙに引き渡す義務に違反したなどと主張し
て、支払済みの中間金1,000万円及び遅延損
害金の支払いを求めて反訴した。

２　判決の要旨

裁判所は、以下のように判示し、Ｘの請求
を一部認容し、Ｙの反訴を棄却した。
⑴　認定事実によれば、ＸとＹは、本件売買

契約締結当時、本件建物の解体後、土壌汚
染処理工事を実施することとなる可能性が
あると認識していたというべきである。Ｘ
とＹは、アイの条項により、その対応につ
いて協議するものとするとの合意をしたと
解され、本件では、実行日までに土壌汚染
処理工事を実施する義務はなかったという
べきである。また、支払期日延期の協議の
際にＹがＸに交付した書面には、本件建物
の解体工事及び土壌汚染処理工事を実行日
後に実施するスケジュールが記載されてい
ることなどに照らせば、Ｙは、土壌汚染処
理工事の着工が実行日より後になることを
容認していたと認められる。
⑵　Ｘは、土壌汚染処理工事の内容及び方法

についての合意の成立に向けて必要と考え
られることを行っていたが、Ｙは、Ａから
催促を受け、Ｘから問い合わせがあること
も伝えられていたにもかかわらず、本件建
物の解体工事及び土壌汚染工事を行う業者
を選定せず、そのために、協議の開始が遅
れ、土壌汚染処理工事の内容及び方法の合
意の成立に至らなかったと認められる。こ
のような状況においても、本件土壌汚染工
事についての合意が成立していないものと
して、イイの約定を適用するのは不合理と
言わざるを得ない。
⑶　Ｘは、平成21年６月10日、本件不動産の

引渡し等の履行の提供をした上で、残金を
５日以内に支払うよう催告し、支払がない
ときは本件売買契約を解除するとの意思表
示をし、支払がないまま、同月15日が経過
したことが認められるから、これをもって、
本件売買契約は解除されたものと認められ
る。
　　Ｙは、Ｘによる解除に先立ち、Ｙが解除

の意思表示をしたから、Ｘによる解除は無
効であると主張するが、上記のとおり、Ｙ
による解除は無効であるから、Ｙの主張は
採用することができない。
⑷　よって、Ｘの請求は、６億7,469万円余

及びこれに対する平成21年６月16日から支
払済みまで、年６分の割合による遅延損害
金を求める限度で理由があり、Ｙの反訴請
求は理由がない。

３　まとめ

本件では、過失相殺も含め買主の主張は認
められなかった。紛争防止のためには土壌汚
染処理工事の内容・方法について、関係者間
で合意すべきであり、売主、買主、媒介業者
としても参考にすべき事例といえる。

（調査研究部次長）
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融資特約のある契約において、融資特約の
解除の合意をさせたのは欺罔行為あるいは錯
誤によるものであるとして媒介報酬の請求に
応じなかった媒介依頼者に対し、媒介報酬の
支払いを命じた事例（東京地裁　平成23年９
月６日判決　ウエストロー・ジャパン）

１　事案の概要

⑴　平成22年５月２日、住宅建設用地を探し
ていたＹは、不動産仲介業者Ｘから案内さ
れた土地（分割する３区画のうち１区画）
について、契約条件の合意が得られたので、
Ｘと媒介契約を締結し、また、重要事項説
明書の交付を受けて、土地売主の代理人Ａ
との間で代金総額6,447万円、引渡日を同
年９月30日等とした契約を締結した。な
お、この契約には建設資金を含んだ融資金
額7,800万円、同年５月28日を契約解除期
日とする融資特約が付された。
⑵　Ｙは、２つの銀行に融資の申込手続きを

行ったが、承認が受けられたのは１行の
7,400万円のみであったため、勤務先（注
文住宅メーカー）の提携金融会社Ｂを通じ
て融資を申し込み、Ｘに対しては、融資の
承認が得られる見込みであると報告した。
なお、同年５月27日、Ｘの立会の下で、融
資特約の期日を同年６月11日まで延長する
旨の覚書が締結された。
⑶　同年６月２日、Ｙは、Ｂから、融資額を

7,700万円とする仮承認の通知を受け、同
年６月５日、Ｘの仲介により、Ａとの間で、
融資特約を解除する旨の覚書を取り交わし
た。
⑷　同年８月24日、Ｙは、ＡおよびＸに対し
「（要旨）つなぎ融資は、融資実行まで８営
業日を要するので、決済日が決定されたら
早めに知らせてほしい」とのメールを送信
し、Ｘは、Ｙに対し、決済を同年９月27日
に行うことを連絡した。

⑸　同年９月２日、Ｙは、Ｂとは別の金融会
社Ｃに融資を申し込み、併せて、つなぎ融
資の申し込み意思を伝えた。

⑹　同年９月７日、Ｙは、Ｘに対し、つなぎ
融資の手続のため、売買契約書および重要
事項説明書の土地の表示を分筆した後の表
示に書き換えて欲しい旨依頼し、Ｘは、こ
れに応じた。

⑺　同年９月14日、Ｙは、Ｃから、決済日に
つなぎ融資の実行が間に合わないとの連絡
を受けたため、Ｂに対してつなぎ融資の申
し込みを行ったが、施工会社の社員に関す
る規定により断られたので、Ｘに対し、決
済日の延期の交渉を依頼し、Ａは延期する
ことはできない旨回答した。

⑻　同年９月26日、Ｙは、Ｘの事務所におい
て、「（要旨）Ｙの都合により売買契約を解
除する」とした解約合意書および「（要旨）
売主に違約金、Ｘに媒介報酬を支払う」と

最近の判例から ⑷−媒介報酬請求−

融資特約解除の合意について媒介業者に欺罔行為は
なく、錯誤もないとして媒介報酬の支払いを命じた
事例

（東京地判　平２３・９・６　ウエストロー・ジャパン）　中村 行夫
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した確約書に署名押印するよう求められた
が、これを拒絶した。
⑼　同年９月27日、Ｘは、売主から本物件を

買い取る旨の売買契約を締結した。
⑽　同年９月29日、Ｙの代理人弁護士は、Ｘ

およびＡに対し、融資特約解除の合意につ
いて、詐欺により取り消すあるいは錯誤に
より無効である旨通知した。
⑾　Ｙは、同年９月30日までに、銀行融資を

受けることができず、売買代金を支払うこ
とができなかった。
⑿　Ｘは、Ｙに対し、本件取引に関する媒介

報酬（約定報酬、法定上限報酬額）の支払
いを求め提訴した。
⒀　本件訴訟において、Ｙは次のように主張

した。
①融資特約解除の合意は、Ｘ等の欺罔行為、

あるいは被告の錯誤によるものであるか
ら、詐欺により取り消されるか、錯誤によ
り無効である。そして、融資特約による融
資は成立していないから、媒介契約の規定
により報酬の支払い義務を負わない。

②Ｘは、「重要な事項について、故意又は重
過失により、事実を告げず、又は、不実の
ことを告げた」、また、「宅地建物取引業法
に関して不正又は著しく不当な行為をし
た」から媒介契約の解除事由がある。

２　判決の要旨

裁判所は、以下のように判示し、Ｘの請求
を容認した。
⑴　Ｙは、融資特約解除の合意当時、つなぎ

融資を受ける必要があることを認識してい
たことが認められるから、仮にＸ等がつな
ぎ融資の必要性を説明しなかったとして
も、欺罔行為を構成するものとはいえない。
⑵　Ｙがつなぎ融資を受けることが確実であ

ると信じていたとしても、融資特約解除の

合意当時、客観的につなぎ融資を受けるこ
とが不可能であったことを認めるに足りる
証拠はないから、Ｙに錯誤があったとは認
められない。また、Ｙの主張に係る錯誤は、
動機の錯誤であるところ、Ｙの動機が表示
されことを認めるに足る証拠はないから、
要素の錯誤を構成するものとはいえない。
⑶　Ｘが、決済日の延期ができないとするＡ

の回答を伝えたことが認められるものの、
これをもって、Ｘが宅地建物取引業法に関
し不正又は著しく不当な行為をしたという
ことはできない。
⑷　Ｘの請求には理由があるからこれを容認

し、報酬および遅延損害金等を支払え。

３　まとめ

融資特約が合意により解除された後に代金
の支払いができなかった契約に関する媒介業
者の媒介報酬請求が認められたもので、特約
の解除が欺罔行為あるいは購入者の錯誤によ
るものとした被告の主張が否認された状況か
らすれば当然の帰結であるといえる。

ただし、本事例では、特約の解除期日前に
特約解除の合意書面を作成し、決済予定日に
媒介業者が媒介依頼物件を買い取る等、一般
的な媒介業務からすると不自然な点もあり、
特約の解除期日が経過した後に契約解除がさ
れた場合の媒介報酬請求が認められた一例と
してのみ捉えておくべきであろう。

（調査研究部調査役）


